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平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 38 年度

１．経営戦略策定の目的１．経営戦略策定の目的１．経営戦略策定の目的１．経営戦略策定の目的

２．事業概要２．事業概要２．事業概要２．事業概要

（１）

① 施　設

漁業集落排水処理事業では上記の１２処理区についてはすでに整備済みです。

平成２９年度より整備を進める処理区は中村処理区の１処理区になります。

法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分

法非適

隠岐の島町下水道事業経営戦略隠岐の島町下水道事業経営戦略隠岐の島町下水道事業経営戦略隠岐の島町下水道事業経営戦略

平成８年

（２０年）

隠岐の島町

漁業集落排水処理事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度

（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

　本町下水道事業は下水道による生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図るため、下水道基本構想に基づき、現

在12処理区において汚水処理を行っています。また平成３６年度の新処理区整備完了に向け、漁業集落排水処理事業

により公平かつ効率的に施設整備を進めていくとともに、維持管理や施設・設備更新の見通しについて検討していく必要

があります。

　本経営戦略は本町下水道事業の現状とこれらの将来見通しを踏まえ投資等と財政の均衡を図り、将来にわたって安定

的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画として策定するものです。

～計 画 期 間 ：

１２区（加茂処理区、今津処理区、犬来処理区、岸浜処理区、箕浦処理区、大久処理区、蛸木

        処理区、津戸処理区、那久処理区、油井処理区、久見処理区、布施処理区）

広域化・共同化・最適化

実施状況*1

無し

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。

　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実

施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。

　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を

含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無

２６．９人/ha

１２箇所（加茂浄化センター、今津浄化センター、犬来浄化センター、岸浜浄化センター、箕浦

　　　　　 浄化センター、大久浄化センター、蛸木浄化センター、津戸浄化センター、那久浄化

           センター、油井浄化センター 久見浄化センター、布施浄化センター）

無し

処 理 区 数

1 



② 使　用　料

3,670 円 3,957 円

3,781 円 4,060 円

3,781 円 4,090 円

③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

基本使用料 　8㎥まで：997円

超過使用料　 8㎥を超え20㎥まで：1㎥につき232円

　　　　　　　　20㎥を超え40㎥まで：1㎥につき252円

         　　　　40㎥を超えるもの：1㎥につき278円

民 間 活 用 の 状 況

平成25年度

実 質 的 な 使 用 料 *3

（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当無し

該当無し

 イ　指定管理者制度

施設維持管理業務、汚泥処理業務、非常用発電機設備保

守点検業務、非常用自家発電機設備維持管理業務、管渠

内清掃及びカメラ調査業務を民間業者へ委託しています。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成２７年度に策定・公表しました、平成２６年度決算「経営比較分析表」を添付しております。【別紙１】

　この経営比較分析表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年比較や他の類似団体との比較、複

数の指標を組み合わせた分析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。

職 員 数

上下水道課は平成28年度現在で15人で、業務は上水道事業、簡易水道事業、下水道事業に

当たっています。職員給与費の予算措置については、上水道事業に5人、簡易水道事業に2

人、下水道事業に8人を置いている状況です。（平成29年度より簡易水道事業統合により上水

道事業は7人の予定）

平成16年度に隠岐の島町に合併し、水道課、下水道課となり、

平成25年度に上下水道課となりました。

該当無し

該当無し

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用

　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）

*4

 イ　土地・施設等利用

　　　（未利用土地・施設の活用等）

*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

基本使用料 　8㎥まで：997円

超過使用料　 8㎥を超え20㎥まで：1㎥につき232円

　　　　　　　　20㎥を超え40㎥まで：1㎥につき252円

         　　　　40㎥を超えるもの：1㎥につき278円

業 務 用 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料体系の

概 要 ・ 考 え 方

基本使用料 　8㎥まで：997円

超過使用料　 8㎥を超え20㎥まで：1㎥につき232円

　　　　　　　　20㎥を超え40㎥まで：1㎥につき252円

         　　　　40㎥を超えるもの：1㎥につき278円

条 例 上 の 使 用 料 *2

（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

上下水道課 上水道施設係

下水道施設係

業務係
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３．経営の基本方針３．経営の基本方針３．経営の基本方針３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）４．投資・財政計画（収支計画）４．投資・財政計画（収支計画）４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

・使用料収入の算定

  有収水量×使用料単価で算定。

  ○有収水量は接続世帯数×世帯あたりの有収水量で算定。

  ○接続世帯数は平成３２年中村処理区供用により、事業最終予定の平成３６年に区域内世帯の６０％（接続率近似値）

　　 が接続見込みとしました。

  ○世帯あたりの有収水量は過年度実績（5カ年平均）に基づく設定。

  ○使用料単価は、過年度実績（5カ年平均）に基づく設定。

・県補助金

  農山漁村地域整備交付金交付要綱に基づき、補助基準の2分の１を見込んで算出しています。

・企業債収入

 建設改良費から特定財源（県補助金）を控除した額とし、起債充当率100％として算出しています。

 起債条件

 《下水道債》

 償還期間30年、据置5年、元利均等式、利率0.2％（直近の借入条件）

 《過疎・辺地債》

 償還期間10年、据置2年、元利均等式、利率0.5％（直近の借入条件）

・繰入金

 起債の元利償還費用については新事業の実施や、施設の整備及び更新により使用料を徴収しても賄えない状況にある

 ため、分流式下水道等に要する経費として、100％の金額を基準内繰入として算出しています。基準外繰入としては、職

 員給与費や維持管理経費などのその他経費を算出しています。

・財源の目標に関する事項

　○収益的収支比率100％以上。

　○水洗化率91.63％⇒95％以上。

○投資の目標とする事項

漁業集落排水処理事業　整備率100％

○管渠、処理場等の建設・更新に関する事項

新設需要

下水道事業に係る計画に基づき、中村処理施設に要する費用を計上。

改良・更新需要

長寿命化計画・改修更新計画に基づき、供用開始後２０年を経過するものから処理場の機能診断を行い整備、更新を行う

ための経費を計上。

※各処理場が平成２８年以後、１～３年間隔で供用開始後２０年を経過する。

隠岐の島町下水道基本構想に基づき、下水道等の整備促進による生活環境の改善や公共用水域の水質保全の達成に

向け、公平かつ効率的に事業を推進していきます。

○適切で計画的な事業執行

これまでの建設投資に伴う公債費（元利償還費）の負担や維持管理費の増加傾向等、厳しい財政状況を勘案し、コスト縮

減、整備区域、整備手法をはじめ、整備計画全般について逐次再検討しながら、事業を計画的、 効率的に推進します。

○収入の確保

事業継続中であるため今後、接続数の増加により収入も増加する見込みであるが、一方で人口が減少するなかで下水道

事業に要する経費の財源を確保するため、下水道使用料の収納率向上に取り組みます。

○水洗化の促進

公共用水域の水質保全のため、水洗便所等改造資金融資あっせん制度を活用し下水道未接続者への周知に努めます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 【別紙２】のとおり
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

・職員給与費に関する事項：過年度実績（5カ年平均）で算定。

・動力費に関する事項：直近決算値×伸び率（過年度実績（5カ年平均））で算定し新処理区（中村）分を加算。

・修繕費に関する事項：過年度実績（5カ年）の最大値。

・委託費に関する事項：直近決算値×伸び率（過年度実績（5カ年平均））で算定し新処理区（中村）分を加算。

・材料費に関する事項：過年度実績（5カ年）の最大値。

その他の取組

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

今後検討していきます。

今後検討していきます。

補助事業による建設改良工事は平成３６年度で完了する予定です。また供用開始後２０

年経過する処理場については更新工事が必要となってくるため、長寿命化計画・改修更

新計画に基づき検討していきます。

本町は離島であるため、処理場を他市町村と共同で使用する広域化・共同

化の取り組みは難しいと考えています。

広域化・共同化・最適化に関する事項

資産活用による収入増加

の取組について

その他の取組

建設改良にあたっては、国の補助事業活用や交付税措置の有利な起債を

発行するなど、適切な財源確保を検討していきます。

企業債の元利償還が多額に上り、多くを一般会計からの繰入に頼っている状

況では困難であると考えております。

事業継続中であるため、使用料の見直しは検討していませんが、今後接続

世帯数の増加に伴い処理場の維持管理費、汚泥処理費の増加や人口減少

による収入の減少が予測されるため、将来的に使用料金改定は必要であると

考えております。

使用料の見直しに関する事項
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③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

更 新 等 に 関 す る 事 項

毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また、最低でも５年ごとに見直し（ローリング）

を行うことにより、PDCA サイクルにより、本経営戦略の事後検証、更新を行っていきま

す。

職員給与費に関する事項 本町の給与制度によります。

動力費に関する事項 機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努めます。

修繕費に関する事項 修繕計画に基づく修繕工事を実施すべく財源の確保に努めます。

委託費に関する事項 統合できる委託業務について検討し経費の削減、効率化に努めます。

その他の取組

水洗化促進、収納率向上など財源確保につながる経費について費用対効

果を検証しつつ取り組みます。

薬品費に関する事項 単価変動による増加を見込んでいます。

民間活力の活用に関する事項

（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

現在は処理場建設、管渠整備の途中段階であるため整備がある程度完了

し、維持管理が事業の主体となった段階で事業の公共性と効率性を考え、今

後の検討課題と捉えています。

5 



【別紙１】

グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例

当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均平成26年度全国平均平成26年度全国平均平成26年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況

③平成8年度供用開始で、耐用年数内であり管渠改

善は実施していない。

全体総括全体総括全体総括全体総括

「施設全体の減価償却の状況」「施設全体の減価償却の状況」「施設全体の減価償却の状況」「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」「管渠の経年化の状況」「管渠の経年化の状況」「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

漁業集落排水事業は、施設整備済で企業債残高は減

少している。各比率も類似団体と比較して良好であ

る。今後、長寿命化計画により効率的な維持管理に

努める。

2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について

「料金水準の適切性」「料金水準の適切性」「料金水準の適切性」「料金水準の適切性」 「費用の効率性」「費用の効率性」「費用の効率性」「費用の効率性」 「施設の効率性」「施設の効率性」「施設の効率性」「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」「使用料対象の捕捉」「使用料対象の捕捉」「使用料対象の捕捉」

分析欄分析欄分析欄分析欄

1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について

「単年度の収支」「単年度の収支」「単年度の収支」「単年度の収支」 「累積欠損」「累積欠損」「累積欠損」「累積欠損」 「支払能力」「支払能力」「支払能力」「支払能力」 「債務残高」「債務残高」「債務残高」「債務残高」

①100％超で推移しているが、使用料以外の収入に

依存している部分が大きい。

④減少傾向にあり、類似団体と同程度である。

⑤類似団体に比較してやや高い。

⑥類似団体同程度で推移している。

⑦類似団体同程度で推移している。

⑧類似団体に比較してやや高い。

類似団体に比較して良好である。

－－－－

- 該当数値なし 14.50 101.18 3,781 2,160 0.78 2,769.23 【】【】【】【】

61.76 ■■■■

資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％) 普及率(％)普及率(％)普及率(％)普及率(％) 有収率(％)有収率(％)有収率(％)有収率(％)
1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ

3333

当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)
処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)処理区域内人口(人) 処理区域面積(km処理区域面積(km処理区域面積(km処理区域面積(km

2222

)))) 処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km

2222

))))

法非適用 下水道事業 漁業集落排水 H2 14,996 242.83

経営比較分析表経営比較分析表経営比較分析表経営比較分析表

島根県　隠岐の島町島根県　隠岐の島町島根県　隠岐の島町島根県　隠岐の島町

業務名業務名業務名業務名 業種名業種名業種名業種名 事業名事業名事業名事業名 類似団体区分類似団体区分類似団体区分類似団体区分 人口（人）人口（人）人口（人）人口（人） 面積(km面積(km面積(km面積(km

2222

)))) 人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km

2222

))))

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.26 0.02 0.00 0.14 0.05

90.00

92.00

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 95.80 100.26 104.18 100.54 100.00

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

①収益的収支比率①収益的収支比率①収益的収支比率①収益的収支比率((((％％％％))))

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 1,474.27 1,568.70 1,394.98 1,087.40 772.38

平均値 1,546.01 866.07 827.19 817.63 830.50

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 49.80 47.56 50.99 57.88 51.03

平均値 38.05 43.46 45.01 46.31 43.66

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 397.67 413.78 385.79 341.82 398.05

平均値 438.41 359.48 350.91 349.08 382.09

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 40.68 42.70 40.40 40.68 39.66

平均値 31.90 37.13 38.24 39.42 39.68

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 92.92 93.70 93.89 94.06 90.23

平均値 69.69 81.80 81.84 82.97 83.95

②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率((((％％％％)))) ③流動比率③流動比率③流動比率③流動比率((((％％％％)))) ④企業債残高対事業規模比率④企業債残高対事業規模比率④企業債残高対事業規模比率④企業債残高対事業規模比率((((％％％％))))

⑤経費回収率⑤経費回収率⑤経費回収率⑤経費回収率((((％％％％)))) ⑥汚水処理原価⑥汚水処理原価⑥汚水処理原価⑥汚水処理原価((((円円円円)))) ⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率((((％％％％)))) ⑧水洗化率⑧水洗化率⑧水洗化率⑧水洗化率((((％％％％))))

①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率((((％％％％)))) ②管渠老朽化率②管渠老朽化率②管渠老朽化率②管渠老朽化率((((％％％％)))) ③管渠改善率③管渠改善率③管渠改善率③管渠改善率((((％％％％))))

【1,078.58】

【77.00】【35.64】【419.50】【40.39】

【0.14】

該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし 該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし

該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし 該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし



【別紙２】

投資・財政計画投資・財政計画投資・財政計画投資・財政計画

（収支計画）（収支計画）（収支計画）（収支計画）

【漁業集落排水処理事業】

（単位：千円、％）

前々年度 前年度 本年度

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 ３５年度 ３６年度 ３７年度 ３８年度

１ (A) 186,807 180,424 170,755 170,937 163,919 159,881 169,566 167,127 172,108 177,094 188,546 182,560 181,165

(1) (B) 36,936 37,654 37,100 36,628 36,387 36,147 39,228 40,600 41,288 42,318 43,576 42,722 42,440

ア 35,643 37,094 36,872 36,628 36,387 36,147 37,518 38,890 40,262 41,634 43,006 42,722 42,440

イ (C)

ウ 1,293 560 228 0 0 0 1,710 1,710 1,026 684 570 0 0

(2) 149,871 142,770 133,655 134,309 127,532 123,734 130,338 126,527 130,820 134,776 144,970 139,838 138,725

ア 147,724 140,182 131,676 132,727 127,072 123,072 128,843 123,069 126,529 129,652 139,013 133,048 131,935

イ 2,147 2,588 1,979 1,582 460 662 1,495 3,458 4,291 5,124 5,957 6,790 6,790

２ (D) 96,078 89,978 83,218 81,853 80,472 78,608 84,906 79,798 81,658 79,495 81,891 84,903 82,185

(1) 67,701 63,605 58,823 59,441 59,998 59,951 67,966 64,372 67,876 67,471 71,622 76,261 74,877

ア 14,084 12,807 7,264 7,151 6,917 6,025 7,176 6,435 7,228 7,057 6,904 7,237 6,976

イ 53,617 50,798 51,559 52,290 53,081 53,926 60,790 57,937 60,648 60,414 64,718 69,024 67,901

(2) 28,377 26,373 24,395 22,412 20,474 18,657 16,940 15,426 13,782 12,024 10,269 8,642 7,308

ア 28,377 26,373 24,395 22,412 20,474 18,657 16,940 15,426 13,782 12,024 10,269 8,642 7,308

イ

３ 収支差引　　　(A)-(D) (E) 90,729 90,446 87,537 89,084 83,447 81,273 84,660 87,329 90,450 97,599 106,655 97,657 98,980

１ (F) 0 5,214 14,000 67,000 81,000 153,000 331,000 153,000 153,000 153,000 153,000 17,000 17,000

(1) 2,300 8,000 35,500 43,500 90,500 181,000 90,500 90,500 90,500 90,500 9,500 9,500

(2)

(3)

(4)

(5) 2,000 6,000 31,500 37,500 62,500 150,000 62,500 62,500 62,500 62,500 7,500 7,500

(6)

(7) 914

２ (G) 90,721 95,696 101,501 156,084 164,447 234,273 415,660 240,329 243,450 250,599 259,655 114,657 115,980

(1) 10,122 14,000 67,000 81,000 153,000 331,000 153,000 153,000 153,000 153,000 17,000 17,000

193 153 734 1,621 1,675 3,625 1,675 1,675 1,675 1,675 186 186

(2) (H) 90,721 85,574 87,501 89,084 83,447 81,273 84,660 87,329 90,450 97,599 106,655 97,657 98,980

(3)

(4)

(5)

３ 収支差引　　　(F)-(G) (I) ▲ 90,721 ▲ 90,482 ▲ 87,501 ▲ 89,084 ▲ 83,447 ▲ 81,273 ▲ 84,660 ▲ 87,329 ▲ 90,450 ▲ 97,599 ▲ 106,655 ▲ 97,657 ▲ 98,980

そ の 他

地 方 債 償 還 金

資 本 的 支 出

他 会 計 へ の 繰 出 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

資

本

的

支

出

資

本

的

収

入

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

他 会 計 借 入 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

支 払 利 息

他 会 計 補 助 金

資

　

本

　

的

　

収

　

支

資 本 的 収 入

固 定 資 産 売 却 代 金

総 収 益

そ の 他

料 金 収 入

収

　

益

　

的

　

収

　

支

受 託 工 事 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 費 用

そ の 他

他 会 計 繰 入 金

営 業 外 費 用

総 費 用

地 方 債

うち一時借入金利息

そ の 他

収

益

的

収

入

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

収

益

的

支

出

年 度

区 分

年 度

区 分



【別紙２】

投資・財政計画投資・財政計画投資・財政計画投資・財政計画

（収支計画）（収支計画）（収支計画）（収支計画）

【漁業集落排水処理事業】

（単位：千円、％）

前々年度 前年度 本年度

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 ３５年度 ３６年度 ３７年度 ３８年度

収支再差引　　　(E)+(I) (J) 8 ▲ 36 36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(K)

(L) 0 0 ▲ 36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M)

(J)-(K)+(L)-(M) (N) 8 ▲ 36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O)

黒 字 (P) 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

赤 字 (Q) 0 36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

  (Q)

(B)-(C)

  (A)

(D)+(H)

地方財政法施行令第20条第１項

により算定した資金の不足額

(S) 36,936 37,654 37,100 36,628 36,387 36,147 39,228 40,600 41,288 42,318 43,576 42,722 42,440

((R)/(S)×100)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(T)

(U)

(V)

34,689 36,936 37,654 37,100 36,628 36,387 36,147 39,228 40,600 41,288 42,318 43,576 42,722

((T)/(V)×100）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(W)

(X) 1,191,674 1,110,614 1,033,412 979,828 939,881 949,108 1,045,448 1,048,619 1,048,669 1,041,570 1,025,416 937,258 847,778

○他会計繰入金

本年度

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 ３５年度 ３６年度 ３７年度 ３８年度

収益的収支分 147,724 140,182 131,676 132,727 127,072 123,072 128,843 123,069 126,529 129,652 139,013 133,048 131,935

116,952 109,801 109,689 109,914 103,461 99,268 98,395 97,587 98,915 103,815 110,397 99,509 99,498

30,772 30,381 21,987 22,813 23,611 23,804 30,448 25,482 27,614 25,837 28,616 33,539 32,437

資本的収支分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

147,724 140,182 131,676 132,727 127,072 123,072 128,843 123,069 126,529 129,652 139,013 133,048 131,935

0

100

( )

(

う ち 基 準 外 繰 入 金

健全化法施行令第17条により

算定した事業の規模

地方財政法による

資金不足の比率

他会計借入金残高

地方債残高

健全化法第22条に

より算定した資金

不足比率

営業収益－受託工事収益 (B)-(C)

う ち 基 準 内 繰 入 金

100 100 100 100 100

(R)

)

0

100 103 100 100

収 益 的

収 支 比 率

00 0 0 0

(N)-(O)

赤 字 比 率

0 0 0

前 年 度 か ら の 繰 越 金

積 立 金

実 質 収 支

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支

合　　　　　計

健全化法施行令第16条により

算定した資金の不足額

健全化法施行規則第6条に規定する

解消可能資金不足額

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

0 0 0

100 100 100

×100

×100

年 度

区 分

年 度

区 分


